
 

【申請にあたっての留意点】  

 

こちらは、特別区道の道路区域の明示を申請する場合

に提出する申請書です。所有権境界の明示を申請する

場合は、 [4]区有地境界明示申請書をご利用ください。 

 

表紙（本ファイル２ページ目）と裏面（本ファイル３

ページ目）を両面印刷してご使用いただくようお願い

いたします。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊このページは申請書ではありません。  

 

 

 

 

 

 

 

http://www.city.shinjuku.lg.jp/content/000266449.pdf


が不明であるので、裏面記載事項を了承のうえ、現地で明示願います。 

 その他（                ） 

 

 

 

 

第４号様式（第７条関係）     

 

 

 

 

 

 年   月  日  

 

申請人 

（住所）〒 

 

 

                                 電話    （     ） 

 

実務取扱者 

（住所）〒 

 

 

 

（担当者）                

                       

道 路 区 域 境 界 明 示 申 請 書 
  

 下記土地に接する特別区道の道路区域境界（別添地図朱線の箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課  長  文書法令審査主任 係 長 担 当 者 受 付 者 PC入力 

      

整 理 番 号  

  

(9) その他（                ） 

 

 

 

 

(8) 法務局備え付け地図 

 

 

 

 

(7) 現況実測平面図 

 

 

 

 

(6) 現地案内図 

 

 

 

 

 

(5) 土地所有者調書・立会同意確認書 

 

 

 

 

 

(4) 土地調書  

とち  

 

 

 

 

(3) 土地登記事項証明書  

東京都新宿区  

 

 

 

 

(2) 資格証明書（法人の場合）  

 

 

 

 

 

(1) 印鑑証明書  

東京都新宿区  

 

 

 

 

２ 添付図書[(1)～(8)まで各 1 通] 

 

 

 

 

東京都新宿区  

 

 

 

 

新 宿 区 長  あ て  

電話    （     ） 

（氏名）                 実印 

 

 

（氏名）                  印 

 

 

１ 私所有の土地の表示（地番表示）  

 

 

 

３ 申請理由（具体的に）  

 

 

 

記  

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

１ 本明示申請書の記載については、別紙「道路区域境界明示申請書の記載に関する

注意事項」に準拠してください。 

 

 

２ 申請者が道路区域境界について確認・了承した場合は、確定した境界点のう    

ち必要な箇所に道路区域境界石（金属プレートを含む）（当区から支給します。）を

埋設するとともに、道路区域境界図（ＡＫパプール紙＃100 を使用）を１部作成し、

提出してください。 

 

 

３ 次の各号のいずれかに該当する場合は、本明示申請書を取り下げたものとみなし

ます。 

 

 一 申請受理日より６箇月経過し、当区の責に帰さない事由で現地での立会いが完

了しない場合 

 二 現地での立会い完了日より３箇月経過し、当区の責に帰さない事由で境界図の 

  提出がない場合 

 三 申請後、境界図提出までの間に、申請人としての要件を欠くことになった場合 

 

 

 

 

 

（この申請書の提出及び問合せ先） 

 

〠160‐8484  東京都新宿区歌舞伎町一丁目４番１号 

         新宿区みどり土木部土木管理課用地係 

         電 話 ０３－５２７３－３８４８（直通） 

         ＦＡＸ ０３－３２０９－５５９５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[裏面記載事項 ]  



 

 

 

土 地 調 書 
 

 

 本調書は、道路区域境界の明示に当たって重要な資料となりますので、広範囲に調

査してください。 

 

 また、下記の調査事項について、提出可能な資料がある場合には、当該資料を提出 

してください。 

 

調査者氏名 

No 調 査 項 目 有無 資 料 名・番 号 等 資 料 年 月 日  

 

１ 

 

区有地境界確定図 

隣接国有地の境界確定図 

隣接都有地の境界確定図 

 

 

 

 

 

 

２ 

 

区画整理換地確定図 

土地改良換地確定図 

その他の換地確定図 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

 

その他の測量図 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

 

過去に境界確認協議を行

った経緯 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

地番変更等の事実 

 

 

 

 

 

 

 

６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



土地所有者調書  ・立会同意確認書  
 

 

     本表は、明示する箇所の「両隣り」及び「道路をはさむ反対側」の土地並びに道路敷地について、登記事項証明書等により 

下記の事項を調査し、作成してください。 

 

土地の所在  地 番 地 目 地積（㎡） 所有者氏名 
登記事項証明書上

の住所 
現 住 所 電話番号 

立会同意

の 有 無  

 
      〒   

 
      〒   

 
      〒   

 
      〒   

 
      〒   



 

道路区域境界明示申請書の記載に関する注意事項 

 

１ 申請を代理人が行なう場合には、委任状、代理人の印鑑証明書等の添付が必要です。 

 

２ 申請人の権利関係が複雑な場合には、申請人において「当区との間で道路区域境界の確

認をする利害関係がある」ことが確認できる資料の添付が必要です。 

例⇒＊破産であれば、破産管財人証明 ＊差押えであれば、債権者の同意書 

  ＊未成年者であれば、親権を証する書類  など 

 

３ 印鑑証明書（添付図書（１））、資格証明書（添付図書（２））、土地登記事項証明書（添

付図書（３））、法務局備え付け地図（添付図書（８））及びその他の行政証明については、

発効日から３箇月以内のものとします。 

 

４ 利害関係がわかる書類（添付図書（３））として土地登記事項証明書を使用する場合に、

土地登記事項証明書上の所有者と申請人とが異なるときには、申請人が実質的な所有者で、

「当区との間で道路区域境界の確認をする利害関係がある」ことが確認できる資料の添付

が必要です。 

例⇒相続であれば、戸籍謄本、遺産分協議書、相続関係図など 

    

５ 利害関係がわかる書類（添付図書（３））として土地登記事項証明書を使用する場合に、

土地登記事項証明書上の住所と現住所とが異なる場合には、住所変更の沿革が確認できる

資料の添付が必要です。 

 

６ 現地案内図（添付図書（６））には、最寄の駅又は停留所から現地に至る道路、主な目

標等を記入してください。 

 

７ 現況実測平面図（添付書類（７））には、現地状況が正確に把握できるように、周辺部

を含めて道路、水路、境界標識、堀、家屋等の位置、形状を明記し、境界線が記入できる

正確な実測図（縮尺は 1／250 を標準とし、方位、土地の地番等を記入）を作成してくだ

さい。 

  なお、この平面図には、実測年月日、測量者の氏名、資格番号等を記入し、押印してく

ださい。 

  また、近隣地で既に確定済の箇所がある場合には、その境界線を本平面図上に図示して

ください。 

 

８ 法務局備え付け地図の証明書（添付図書（８））は、写しでも可とします。その場合は、 

調査年月日、調査者の記名・押印、土地所有者の氏名、縮尺、方位、法務局名を記入して

ください。 



 


